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愛知県内の倉庫・営業所へオンライン化
を拡大した。 この新システムは「KOOL

（KARITSU OFFICE ON LINE）」と呼
ばれ、 これを契機に、 顧客との通信回線
を利用したオンラインデータ伝送システ
ム（EDI）の開発にも取り組み、 急速に進
む顧客のFA（ファクトリー・オートメー
ション）への対応も加速し、 当社と顧客相
互の業務効率化に威力を発揮する。

昭和57年（1982）5月16日、 多くのグ
ループ社員と家族が、 日本電装池田工場のグ
ラウンドに一堂に会して大運動会を開催し
た。 それまで、 当社だけのソフトボール大会
を行ってきたが、 グループ社員全体のコミュ
ニケーションを図り、 運動不足の解消や相互
の親睦を深める機会が必要と発案されたので
ある。 

大運動会は、 労働組合が主体となって準
備を進め、 5月2日に開催することになった
が、 あいにくの雨で順延となった。 このため

会場探しに奔走し、 日本電装の好意でグラウ
ンドを借りることができた。 

当日は、 グループ社員を職場・会社ごとに
17チームに編成し、 15種目の競技で熱戦・
応援を繰り広げた。 そして、 総合優勝は刈谷
北営業所倉庫課路線課チーム、 応援最優秀
チーム賞は本社通運チームに輝いた。 初夏の
さわやかな風の中で汗を流す気分は格別で、 
参加者の笑顔が会場に満ち、 刈通グループ大
運動会は平成14年（2002）まで、 毎年の恒
例行事として定着した。 

第1回刈通大運動会を開催

QC 活動の定着と進展

昭和58年（1983）1月、 約2年間の準
備期間を経て、 当社は全社を挙げてQC

（Quality Control：品質管理）サークル活
動に取り組むこととし、 業務方針に「QC
サークルを活用し英知と創意工夫をこら
して業務の改善と事故防止の実践」を掲げ
た。 QC活動を各職場まで浸透させ、 日常
業務全般の質向上に向けた改善・合理化
を進めると同時に、 交通事故・貨物事故・
業務上のトラブルやミスなどのあらゆる事
故の未然防止を図るのが狙いである。 

1月29日、 知立市中央公民館でQC講
習会を開催し、 この年を“QC元年”と位置
づけ、 各職場でいっせいに活動をスター
トした。 一例をあげると、 買掛業務の早
期処理化（業務部整備課）、 ロケ管理に
よる作業の合理化（通運部重原倉庫営業
所）、 コレクトコールの削減（通運部刈谷
北営業所車両課）、 車両整備自主管理活
動（車両部安城南営業所）、 棚卸し数量
の計算ミス半減（通運部刈谷北営業所倉
庫課）、 フェリー発送集計票の早期回収

（通運部刈谷北営業所路線課）、 荷主の
ニーズに対応できる緊急車両（車両部西
尾営業所）、 重量誤記入の防止（通運部
刈谷北営業所路線課）、 混載場内の車両
滞留時間短縮（車両部東刈谷営業所）な
ど、 あらゆる職場で課題の発見と改善が
進められた。 

そして、 9月3日、 「第1回社内QCサー
クル発表会」を本社で開催し、 冒頭でQC
サークル推進会議本部長の平野和一専
務は、 「人間性の尊重に立脚したQCサー
クル活動は、 年度業務方針達成の職場の
核として、 サークルメンバーの成長、 及
び企業の成長発展に欠かすことのできな
い大切な活動の場であると考えておりま
す。 この発表会はお互いの成果や苦労を
発表し、 相互に研鑽する場であります。 仕
事の違う職場、 あるいは年齢構成の異な
る職場でのQCサークルをどのように進め
たらよいかなど、 参考になる点が多く出て
いると思います。 この発表会を明日への
QCサークル活動の活発化への糧として、 
より一層の飛躍を念願しております」と挨
拶した。 

本格化するQC活動と引越しサービスへの進出

選手宣誓役員挨拶 第1回QCサークル発表会の報文集QCサークル発表会
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発表会では、 9サークルがプレゼンテー
ションを行い、 サークル活動で「買掛業
務の早期処理化」が本部長賞を、 「ロケ管
理による作業の合理化」が優秀賞を受賞し
た。 

これを機にQC活動は各職場で活発化
し、 59年（1984）4月に行われた「QCサー
クル発表東海地区大会」（会場：愛知県厚
生年金会館）に、 当社“ソロバンサークル”
が初参加し、 事務販売サービス部門にお
いて、 見事入賞を果たした。 こうして、 
QCサークル活動は業務改善の原動力と
して定着していった。

アート引越センターと業務提携

当社は創業以来、 生産財輸送を基盤と
してきたが、 取引先から転勤などに伴う引
越し業務を依頼されることが多くなり、 業
務遂行にあたって新たなノウハウの確立
が必要になってきた。 

そこで、 昭和58年（1983）、 アート引越
センター（現：アートコーポレーション）
と業務提携を結び、 本格的な引越し業務

に関する技術やサービスを身に付け、 消費
者物流の分野へ第一歩を踏み出した。 

当時、 輸送業界ではヤマト運輸の宅急
便が消費者のライフスタイルを変えるほど
の成長を見せ、 大手各社も次々にこの分
野に参入して取次店の整備など激しい競
争を繰り広げていた。 間もなく、 宅配事
業者が引越しサービスも手がけるようにな
り、 競争はさらに激化していく。 

当社は業務提携を機に、 引越し事業の
ノウハウを着実に吸収しながら地歩を固
め、 「カリツー引越センター」として成長
していくのである。

岡崎通運との業務提携と営業所の充実

昭和58年（1983）５月、 当社は日頃から
友好関係にあった岡崎通運（本社：愛知
県岡崎市東大友町、 資本金4,500万円、 
社員数313名、 営業車両206台）と業務提
携を結び、 株式10万株を取得して、 非常
勤役員2名を派遣することになった。 その
背景には、 景気回復の足取りが速く、 今
後の輸送需要の拡大が確実視されること、 

同時に互いに傭車先を確保する必要性が
生じたためである。 

この業務提携を追いかけるように、 7月
には政府が“景気の底離れ”を発表し、 日
本経済が55年（1980）3月から続いた不況
から脱出したことを宣言した。 

当社は、 前年に控えていた設備投資を
再び活発化させ、 5営業所の施設増強に踏
み切った。 まず、 福岡営業所の保管機能
強化のため、 倉庫（2階建て、 1,300㎡）を
建設し、 広島営業所ではドライバーの控
え室と会議室（304㎡）を増築した。 次い
で、 安城南営業所に自家用ガソリンスタ
ンドを設置し、 倉庫（1,989㎡）と社員控え
室（340㎡）を増築した。 さらに、 豊橋営
業所（1,446㎡）と神奈川営業所（2,194㎡）
にも倉庫を増築し、 各地域の保管能力は
大幅に高まった。

大阪営業所の竣工と本社増築

昭和59年（1984）の経済見通し（実質経
済成長率）は、 政府が対前年比3.4%増、 
民間が4.3％増と近年にない明るい予測を

出した。 自動車の総需要予測も415万台
と対前年比4.3％の伸びが見込まれてい
た。 景気回復が確かなものとなる中で、 当
社でも躍進を実感できる明るい話題が連
続した。 まず、 3月期の決算で58年度の営
業収益が11％の伸びを記録し、 131億円
となった。 

また、 時を同じくして、 輸送業務の効
率化に不可欠と位置付け、 数年がかりで
計画を進めてきた「大阪営業所」（大阪府
摂津市鶴野4-12-32、 敷地面積：1,700㎡、 
荷さばき兼倉庫：700㎡）を竣工した。 ここ
は、 東京・刈谷・広島・福岡方面からの中
継基地の役割を担い、 復路の混載の仕立
てを主な業務とし、 これを円滑に機能させ
ることで、 往復の荷物のバランスが格段に
改善できるのである。 当初は、 自社で土
地を購入して倍規模の施設を建設する計
画だったが、 大都市圏のため土地の手当
てが困難なことからリース方式となった。 

一方、 32年（1957）に建築以来、 30年
近くを経た本社が手狭になっていたこと
から、 営業部と専務室を増築し、 東刈谷
営業所に分散していたスタッフを本社に

引越センターとの業務提携により、本格的な引越業務への成長をめざした 大阪営業所
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昭和63年度 新年役付者初会議

移動して組織運営の強化を図った。 
また、 7月には、 岡崎物流センター（岡

崎市橋目町）の隣接地に建設していた倉
庫（鉄骨平屋建て、 建築面積：1,391㎡）も
完成した。 この倉庫は三菱自動車工業岡
崎工場の序列納入に対応して、 保管・輸
送業務を強化するために建設したもので
ある。

日本経済は昭和61年（1986）末から拡大基調に転じ、一気に
開花した。円高と貿易摩擦を克服しながら日本のGNPは世界経
済の10％超を占めるまでになり、貿易黒字を着々と積み上げた。
自動車産業は、各メーカーの海外生産の拡充により輸出台数
は減少したが、バブル景気の到来とともに、生産台数・販売台数
とも大幅に伸張した。この好況を背景に産業界全体が人手不足
に陥り、とりわけ物流業界はその深刻さを増し、企業のイメージ
アップや労働環境の改善が大きな経営課題となった。

こうした中で、当社は予算制度の導入・組織体制の見直し・業
務改革の推進に注力し、経営の近代化を推し進めるとともに、
“KARITSU”を統一ブランドとして前面に打ち出すなど、人材確
保・労働条件の改善に努力を惜しまなかった。同時に、主要拠点
の物流センター化を推進するとともに、顧客との共同出資で新
会社を設立するなど、総合物流企業としての脱皮を図り、創業
40周年の節目を迎える。

この間、国鉄の民営化、物流2法の施行、消費税の導入など大
きな政策転換が相次ぐ中で、激動の昭和が終焉し、平成の時代が
幕を開けた。

経営の改革とともに総合物流企業へ
昭和60年（1985）〜平成4年（1992）

第5章

第 4 章　ネットワークの拡充と基盤強化

岡崎物流センター倉庫 三菱自動車工業の序列納入対応のトラック


